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　事　務　執　行　概　要
介　護　支　援　課

企 画 調 整 グ ル ー プ
１　室の庶務、予算執行などのほか、物品の購入・出納等に関する事務の適正な執行に努めた。また、 
室の総合企画及び連絡調整を図り、業務の円滑な推進に努めた。

２　高齢者保健福祉月間行事の実施
　　府民一人ひとりが、高齢者の福祉についての関心と理解を深めるとともに、高齢者に対し自らの生活の向上に努める意欲を促すきっかけとなるよう、老人の日（９月１５日）を中心とした９月を高齢者保健
福祉月間とし、各種関連行事を実施した。

	行　　事　　名
	月　　日
	内　　　　　　　　　　　　　容

	大阪府老人クラブ大会
	９月２０日
	高齢者の自主活動の促進と老人クラブ会員相互の親睦を図るため、老人クラブ大会において優良老人クラブの知事表彰を実施した。

	令和元年度高齢者保健福祉月間啓発ポスターの掲示
	９月中
	高齢者保健福祉月間を広く府民に周知するため、啓発ポスターを作成。関係機関へ配付・掲示を行った。


○根拠法令等　老人福祉法第５条
３　大阪府高齢者福祉計画及び大阪府介護保険事業支援計画の推進
「大阪府高齢者計画2018」（計画期間：平成３０～令和２年度）に基づき、高齢者が住み慣れた地域で
自分らしい暮らしを営めるよう、「自立支援、介護予防・重度化防止」、「介護給付等適正化」、「地域包括ケアシステム構築」、「住民の希望、地域の実情に応じた多様な住まい、サービス基盤の整備」、「介護保険事業の適切な運営」、「地域共生社会の実現」に向け、「大阪府高齢者保健福祉計画推進審議会」を開催し、計画の進捗状況管理を行った。
また、今後の高齢者保健福祉施策の参考とするため、府内居住の６５歳以上高齢者を対象に「高齢者の生活実態と介護保険サービス等に関する意識調査」を実施した。

・大阪府高齢者計画2018（大阪府高齢者福祉計画及び大阪府介護保険事業支援計画）
計画期間：平成３０年度から令和２年度
・大阪府高齢者保健福祉計画推進審議会
　 　設　　置：大阪府附属機関条例（設置時期：平成２４年１１月１日）
　 　構 成 員：２６名
　 　開 催 日：（審議会）令和元年７月２４日

　　　　　　　　　　　　※令和２年３月３０日に開催予定であった審議会については、新型コロナウィル
ス感染症拡大防止のため延期。
４　介護給付費負担金事業　
市町村・広域連合の介護給付に要する費用の法定負担（施設等分17.5%・その他分12.5％）を行った。
（単位：千円）
	予  算  額
	㉙　95,973,290
	㉚　98,205,268
	①　102,221,784

	決  算  額
	95,973,290
	98,205,267
	102,221,783


○根拠法令等　介護保険法第１２３条
５　介護保険財政安定化基金の運営　
市町村・広域連合の介護保険財政の安定的運営を図るため、介護保険財政安定化基金を運営した。

（単位：千円）
	予  算  額
	㉙ 　495,110
	㉚ 　4,455
	①　7,130

	決  算  額
（特定財源）
	493,170
基金繰入金　　   （　　　0）
貸付金元利収入   （492,109）利子及び配当金 （　1,061）
	2,130
基金繰入金　　   （　　　0）

貸付金元利収入   （　　　0）

利子及び配当金 （　2,130）
	2,775
基金繰入金　　   （　　　0）

貸付金元利収入   （　　　0）

利子及び配当金 （　2,775）


　　　※交付・貸付については平成27年度以降、実績なし。平成30年度時点で貸付残高もなし。
○根拠法令等　介護保険法第１４７条、大阪府介護保険財政安定化基金条例
　　
６　市町村等支援・指導事業　
（１）介護保険の保険者である市町村・広域連合の事務が効率的かつ効果的に進むよう、支援・助言を行うとともに、実地指導を行った。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　（単位：千円）

	予  算  額
	㉙　3,600
	㉚ 23,797
	① 21,631

	決  算  額
（特定財源）
	　　　2,881

国　庫（1,994）　
	　　19,333
国　庫（18,636）
	18,857
国　庫（18,291）


①　保険者指導　
（保険者数…４１、実地指導実施保険者数…１７）

　　②　保険者機能強化推進交付金

　平成30年度より、保険者における自立支援・重度化防止等に関する取組を支援するため、国に
おいて新たに「保険者機能強化推進交付金」が創設された。この財源を活用し、以下の事業を実施
した。
　　　
　　　〇　保険者機能の強化に向けた検討会
　　　　　市町村・広域連合における課題解決のため、都度有識者を招聘し、市町村とともに議論を行った。
　開催日：令和元年６月１９日、１１月２０日、令和２年２月１３日。
　　　　　　　　　※年度末に開催予定であった検討会については、新型コロナウィルス感染症拡大
防止のため中止。

　　〇　介護保険の保険者機能強化推進事業
　　　　市町村・広域連合の取組を支援するため、給付等データに係る地域差分析及び課題解決のた
めの助言や研修を行うアドバイザーを委託により派遣した。（アドバイザー参加のうえで、ブロッ
　　　ク別に地域差分析にかかる研修会や検討会を実施。）
　　〇　介護給付適正化推進事業　
平成３０年３月に策定した「第４期大阪府介護給付適正化計画」（計画期間：平成３０～令和２年度）に定める介護給付適正化重要８事業（要介護認定の適正化、ケアプランの点検、住宅改修の適正化、医療情報との突合、縦覧点検、介護給付費通知、福祉用具購入・貸与調査及び給付実績の活用）について、ケアプラン点検に関する研修会や給付実績の活用に関する研修会（国保連合会介護給付適正化システムの操作方法）等を開催した。

・高齢者住まい等入居者の給付状況を例にしたケアプラン点検方法を記載した、大阪府ケアプラン点検マニュアル（令和元年度版）を策定した。
・ブロック別に規模別意見交換会を実施した。
（２）介護保険の保険者である市町村・広域連合が効率的かつ効果的に事務執行できるよう、広報パンプレット等の作成配布を行った。（平成３０年度まで利用者支援G、令和元年度より企画調整Gにて担当。）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	
	パンフレット等
	予算額
	決算額

	29
	介護保険制度パンフレット等
	3,346
	　  566

	30
	介護保険制度パンフレット等
	2,611
	　2,047

	１
	介護保険制度パンフレット等
	2,345
	　　175


７　介護保険低所得者利用者負担対策事業　
介護保険制度の円滑な実施に資するため、低所得者の利用者負担額軽減のために次の事業を実施した

市町村に対し補助を行った。
・障がい者ホームヘルプサービス利用者支援措置事業
・社会福祉法人等利用者負担額軽減制度事業
（単位：千円）
	予  算  額
	㉙　32,534
	㉚　38,891
	①　41,325

	決  算  額
（特定財源）
	29,421

国　庫（19,614）
	36,771
国　庫（24,562）
	35,549

国　庫（23,699）


○根拠法令等　大阪府介護保険低所得者利用者負担対策事業費補助金交付要綱
８　低所得者保険料軽減負担金事業　
市町村・広域連合が条例で定める介護保険料のうち、低所得者の保険料について、政令で示された軽減幅の範囲に要する費用の法定負担を行った。

（単位：千円）
	予  算  額
	㉙　536,571
	㉚　596,816
	①　2,035,754

	決  算  額
	    535,061
	  　594,883
	    2,029,914


○根拠法令等　介護保険法第１２４条の２

９　地域医療介護総合確保基金の運営
　　地域において効率的かつ質の高い医療提供体制を構築するとともに地域包括ケアシステムを構築するため、医療介護提供体制改革推進交付金等を受入れ、「大阪府地域医療介護総合確保基金」に積み立てた。
（単位：千円）
	予  算  額
	㉙ 3,667,793
	㉚ 140,616
	1    145,320

	決  算  額
（特定財源）
	       3,664,288
国　庫  （2,441,645）
利子及び配当金 （ 1,820）
	138,046
国　庫        （89,750）
利子及び配当金 （ 3,420）
	  138,806
国　庫     （89,750 ）
利子及び配当金 （ 4,180 ）


　　　○根拠法令等　地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律

　　・当初交付決定分　金134,626千円
うち介護施設等整備事業分　金102,715千円
うち介護従事者確保事業分　金   31,911千円
　　本基金を活用し、介護サービスの施設・設備の整備や介護従事者の確保等の取組みを実施した。

＜実施事業一覧＞

	事　　業　　名
	担当グループ

	認知症ケア人材育成研修事業
大阪府広域医療介護連携事業
	認知症・医介連携グループ

	地域包括ケア等充実・強化支援事業

（地域ケア会議等充実・強化研修事業）
	地域支援グループ

	介護予防活動強化推進事業
	

	大阪ええまちプロジェクト
	

	介護施設等の整備に関する事業
	介護事業者課

整備調整グループ

	おおさか介護かがやき表彰事業
	

	介護ロボット導入・活用支援事業
	

	介護職員キャリアアップ研修事業
	介護事業者課

施設指導グループ

	高齢者の住まいの事例発表研修事業
	

	権利擁護人材育成事業
	地域福祉推進室

地域福祉課

企画推進グループ

	介護人材確保・職場定着支援事業
・参入促進・魅力発信事業

・マッチング力の向上事業
・介護人材の資質の向上・定着促進等地域支援事業
・代替職員確保による実務者研修支援事業
・介護の研修×おしごとチャレンジ事業
・介護に関する入門的研修事業
・介護イメージアップ戦略事業
	地域福祉推進室

福祉人材・法人指導課

人材確保グループ

	介護情報・研修センター事業
	

	外国人介護人材適正受入推進事業
	

	職員研修支援事業
	

	配食を通じた健康支援推進事業
要介護者のための口腔保健指導推進事業
	保健医療室
健康づくり課
保健予防・歯科・栄養G


　　　　※　各事業の事業内容については、担当課・グループで掲載。
利用者支援グループ
１　認定調査員等研修事業等
市町村において公正・公平かつ適切な要介護認定が円滑に実施されるよう、認定調査員等の研修事業を実施した。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	予  算  額
	㉙　3,446
	㉚　3,212
	①　3,252

	決  算  額
　（特定財源）
	　　2,752

  国　庫（1,375）
	　　2,689
  国　庫（1,344）
	2,753
  国　庫（1,374）


（１）認定調査員、介護認定審査会委員、主治医意見書作成医師等に対する研修の実施
要介護認定における公正・公平かつ適切な認定調査、審査判定を実施するために、必要な知識・技能を修得及び向上させることを目的に、認定調査員や主治医意見書を作成する医師に対する研修を実施した。
1 　介護認定審査会委員新規研修
・開催時期　　令和元年５月２５日
・修了者数　　２８３名
・開催場所　　大阪府医師会館
2  　認定調査員研修（新規研修）
・開催時期　　令和元年６月１８日、１２月１６日、１２月１７日、令和２年３月４日
・修了者数　　７６４名
・開催場所　　エル・おおさか（大阪府立労働センター）、３月は大阪府社会福祉会館
3 　認定調査員研修（現任研修）

・開催時期　　令和元年１０月１日、令和２年２月１８日
・修了者数　　１３２名
・開催場所　　大阪府庁 新別館南館

④　主治医意見書研修
・実施主体　　大阪府医師会（府委託）
・開催時期　　令和元年９月２８日
・修了者数　　２５８名
・開催場所　　大阪府医師会館

⑤　介護認定審査会事務局職員研修
・開催時期　　令和元年７月９日
・修了者数　　６２名
・開催場所　　大阪赤十字会館

（２）主治医意見書予診票活用促進事業
主治医意見書が早期に提出され充実した記載内容となることにより円滑な要介護認定を図るため、主治医意見書予診票（問診票）等を作成し説明会を実施した。
	予  算  額
	㉙
	㉚
	①　681

	決  算  額
　（特定財源）
	　―
	　　―
	681
  国　庫(681）


・実施主体　　大阪府医師会（府委託）
　　　　・開催時期　　令和２年２月１０日
　　　　・参加者数　　１７３名
　　　　・開催場所　　大阪府医師会館

２　介護支援専門員資質向上事業

（１）介護支援専門員養成・研修等事業
介護保険制度の円滑な推進のために、制度の要となる介護支援専門員の資質の向上を図るため、研修等による人材の確保・養成を行った。なお、一部の研修については、新型コロナウィルス感染拡大防止のため実施時期を延期した。

（単位：千円）
	予  算  額
	㉙　16,259
	㉚　9,406
	①　9,450

	決  算  額
　（特定財源）
	5,549
手 数 料（　5,412）
	9,221

手 数 料（　8,931）
	7,814
手 数 料（　7,636）


○根拠法令等　介護保険法、同施行令、同施行規則等
①第２２回大阪府介護支援専門員実務研修受講試験の実施
介護支援専門員実務研修の受講に必要な基礎知識の有無を確認するための試験を実施した。
　　　・実施主体    （一財）大阪府地域福祉推進財団（知事が指定した試験実施機関）
　　　・受験資格    保健・医療・福祉の各分野の国家資格等に基づく５年以上の実務経験者
　　　・実施日　    令和元年１０月１３日（全国一斉実施）
　　　・実施結果    受験者数３，０３７名　合格者数５６７名　（合格率１８．７％）
②第２２回大阪府介護支援専門員実務研修の実施
介護支援専門員としての必要な知識、技能を有する介護支援専門員の養成を図ることを目的とした実務研修を実施した。
　　  ・実施主体    知事が指定した研修実施機関

　　　　　　　　　　大阪府介護支援専門員実務研修共同企業体

　　　　　　　　　　（（一財）大阪府地域福祉推進財団及び（公社）大阪介護支援専門員協会による共同企業体）
　    ・対象者　    介護支援専門員実務研修受講試験の合格者
　　　・実施期間　　令和２年１月～令和３年３月（予定）
　    ・研修内容    介護サービス計画に関する専門的知識及び技術の修得を主たる内容とし、要介護認定及び要支援認定に関する専門的知識及び技術、介護支援専門員の基本姿勢など介護支援専門員として必要な専門的知識及び技術の修得
③介護支援専門員更新研修の実施
　　　　 介護支援専門員証の更新時に、介護支援専門員として必要な知識及び技術の向上を図り、専門職としての能力の保持・向上を図ることを目的とした更新研修を実施した。
　　　 ・実施主体　　知事が指定した研修実施機関（２団体）
　　　　　　　　　　 　（公社）大阪介護支援専門員協会、(公財)大阪ＹＭＣＡ
　　　 ・研修修了者　　４，３７９名
　 ・実施期間　　平成３１年４月～令和２年３月
　　　 ・研修課程　　実務経験者　（専門研修課程Ⅰ及び専門研修課程Ⅱ）
　　　　　　　　　　 実務未経験者（再研修と同様の課程）
④介護支援専門員現任者向け研修の実施
現任の介護支援専門員に対して、一定の実務経験をもとに、必要に応じた専門知識、技能の習得を図ることにより、その専門性を高め、もって介護支援専門員の資質向上を図ることを目的とした現任者向け研修を実施した。
　　  ・実施主体    知事が指定した研修実施機関（２団体）
　　　　　　　　　　　（公社）大阪介護支援専門員協会
（公財）大阪ＹＭＣＡ
　　  ・研修修了者　　０名（新型コロナウィルス感染症拡大防止のため中止）
　　　・実施期間　　令和元年１０月～令和２年３月

・研修課程    専門研修（専門研修課程Ⅰ、専門研修課程Ⅱ）
⑤介護支援専門員再研修の実施
　　　 　介護支援専門員として実務に就いていない者又は実務から離れている者が実務に就く際に、
介護支援専門員としての必要な知識、技能の再修得を図ることを目的とした再研修を実施した。
・実施主体　　（公社）大阪介護支援専門員協会（府から業務委託）
　　 　・研修修了者　　２１４名
　　　 ・実施期間　　令和元年６月～令和２年３月
　　　 ・研修課程　　実務未経験者更新研修と同様の課程
⑥主任介護支援専門員研修の実施
　　　　介護保険サービスや他の保健・医療・福祉サービスを提供する者との連絡調整、他の介護支援専門員に対する助言・指導など、ケアマネジメントが適切かつ円滑に提供されるために必要な知識及び技術を修得することを目的とした研修を実施した。
　　　 ・実施主体　　（公社）大阪介護支援専門員協会（知事が指定した研修実施機関）
　　　 ・研修修了者　 ８４５名
（介護支援専門員の業務に関して十分な知識と経験を有する介護支援専門員）
　　　 ・実施期間　　 平成３１年４月～令和２年３月

⑦主任介護支援専門員更新研修の実施
主任介護支援専門員の更新時に、知識及び技術の強化を図り、主任介護支援専門員としての能力の保持・向上を目的とした主任介護支援専門員の研修を実施した。
・実施主体　（公社）大阪介護支援専門員協会
・研修修了者　６３４名
（介護支援専門員の業務に関して十分な知識と経験を有する主任介護支援専門員）
・実施期間　　令和元年５月～令和２年３月
　　⑧大阪府介護支援専門員研修向上委員会の開催
　　　　法定研修の水準向上を図るため、研修実施状況について有識者による第三者評価・助言を得た。
　　　　・委　員　学識経験者等　３名
　　　　・実施日　令和元年８月２９日

（２）介護支援専門員名簿作成事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	予  算  額
	㉙　8,297
	㉚　13,538
	①　11,443

	決  算  額
　（特定財源）
	8,105

手 数 料（8,105）
	11,602
手 数 料（19,440)
	11,102

手 数 料（12,587)


○根拠法令等　　介護保険法、同施行令、同施行規則

介護支援専門員実務研修の修了者等からの申請に基づき、大阪府が作成する介護支援専門員資格登録簿に登録するとともに、登録者からの申請に基づき、介護支援専門員証を交付した。

また、上記登録事務及び証の交付事務に係る問い合わせへの対応、申請の受付等の業務に関し、（公社）大阪介護支援専門員協会に委託をした。
なお、新型コロナウィルス感染拡大防止に伴う一部研修の延期により、交付件数が減少した。
　　・新証交付　　　　　　　５３４件　（実務研修修了者等）
　　・書換え交付　　　　　　１５６件　（氏名の変更）
　　・再交付　　　　　　　　　６９件　（証の紛失等）
　　・登録移転交付　　　　　　７８件　（他都道府県からの転入）
　・更新交付
　　　　４，６００件　（証の有効期間の更新）　　　　　合計　５，４３７件

　　介護保険法第６９条の３９の規定に基づき、大阪府で登録されている介護支援専門員に対し、処分を行った。

　　・消除処分　　　　　　　　　２件

　　・申請による消除　　　　　　１件

　　・指示処分　　　　　　　　　２件
３　介護保険苦情処理業務支援事業
介護保険の指定事業所に対する迅速かつ効果的な指導を行うとともに、適切な介護保険サービスの提供を確保するため、大阪府国民健康保険団体連合会の行う苦情処理業務に対して補助を行った。
（単位：千円）
	予  算  額
	㉙     9,228
	㉚    9,228
	①    9,228

	決  算  額
	　9,228
	　9,228
	　9,228


　○根拠法令等　大阪府介護保険苦情処理業務支援事業費補助金交付要綱
４　大阪府介護保険審査会運営事業　
　　市町村等の要介護認定及び保険料賦課に対する審査請求の受付及び処理を行うため、大阪府介護保険審査会の運営を行った。
　　【大阪府介護保険審査会】
　　　　 eq \o\ad(設置時期,　　　　　　　　　　)  ：　平成１１年１０月１日
　　　　審査会の構成：　被保険者代表委員　３ 名、市町村代表委員　３ 名
　　　　　　　　　　　　公益代表委員　３０名（条例委員数 ６３ 名以内）
　　　　審理・裁決　：　合議体による審理
　　　　　　　　　　　　(1)要介護認定処分以外の処分
　　　　　　　　　　　　　被保険者、市町村、公益代表委員の各 ３名（計９名）で構成される合議体　　　　　　　　　　　　　(2)要介護認定処分
　　　　　　　　　　　　　公益代表委員 ３名で構成される合議体（９合議体設置）
　　　　根　　　拠　：　介護保険法第１８４条

  　　【審査請求の状況】　　　　　　　　　　　　　　                        　　　（単位：件）
	
	審　査　請　求
	 取下げ

（終了含む）
	   裁　　決
	 次年度
 繰　越

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	前年度

繰　越
	今年度　申　立
	
	
	却　下
	認　容
	棄　却
	

	要介護認定関係
	10
	46
	22
	20
	3
	12
	5
	14

	保険料関係
	180
	877
	3
	1048
	833
	0
	215
	6

	その他
	3
	4
	1
	6
	0
	0
	6
	0

	計
	193
	927
	26
	1074
	836
	12
	226
	20


【予算等の状況】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	予  算  額
	 　　 ㉙　8,196
	 　　 ㉚　7,832
	 　　 ①　7,771

	決  算  額

（特定財源）
	　　 4,263

雑　入（4,263）
	4,162
雑　入（90）
	4,151

雑　入（3,006）


        ○特定財源　長寿社会づくりソフト事業交付金
認知症・医介連携グループ
１　地域包括ケア体制推進事業

高齢者が身近な地域で生活できるように、医療・介護・福祉等のサービスが切れ目なく効果的に提供される地域包括ケアシステムを構築するための課題の整理と具体的方策の検討を行い、市町村における地域包括ケアシステム構築の促進を図った。

（単位：千円）
	予  算  額
	㉙　6,324
	㉚　6,317
	1 　6,342

	決  算  額
（特定財源）
	5,615
国 庫 （2,843）
	4,630

国 庫 （2,315）
	4,707
国 庫 （2,352）　　


　※地域医療介護総合確保基金を財源とする事業を除く。

（１）認知症地域支援施策推進事業

市町村認知症連絡会の開催

市町村における認知症施策推進のための取組みの充実や取組み内容の質の向上を支援するため、
市町村担当者会議等において情報共有を図った。
· 認知症施策市町村担当者会議
開催日：平成３１年４月８日
· 圏域別市町村担当者会議
開催日：令和元年８月２７日、２９日、９月１０日、１１日
· 認知症総合支援事業取組報告会
令和２年３月１６日に開催予定であったが、新型コロナウィルス感染症拡大防止のため中止した

（２）認知症地域医療支援等事業（地域医療介護総合確保基金事業に記載）
（３）認知症対策普及・相談・支援事業
1  認知症サポーター養成事業

地域や職域において認知症を理解し、認知症の人や家族を支援する認知症サポーターの養成に取り組むため大阪府内の全市町村に自治体事務局が設置され、認知症サポーターの養成講座が実施されている。

　　  　府においても、大阪府職員及び職域団体等を対象としたサポーター養成講座を実施した。

加えて、認知症サポーター養成講座の講師役となるキャラバン・メイトの養成についても、
研修を実施した。

　　　

キャラバン・メイト養成研修
　　開催日：令和元年　７月　８日　　養成者：１１３名

　　　開催日：令和元年１１月１９日　　養成者：　７７名
※令和２年３月２日に開催予定の養成研修については、新型コロナウィルス感染症拡大防止の
ため中止した。
府内認知症サポーター養成数　　７０４，９０１名（令和２年３月３１日現在）

　　　　府内キャラバン・メイト養成数 　 　９，９９５名（令和２年３月３１日現在）
（４）若年性認知症対策事業

1 　若年性認知症支援者研修等

　企業の人事担当者や産業医、産業看護師等を対象に若年性認知症の啓発セミナー及び若年性認知症の人の支援に携わる医療、介護、福祉の関係者を対象に、若年性認知症の人の日常生活及び就労における支援等に必要な知識・技術を習得するための研修を行った。

· 若年性認知症啓発セミナー
開催日：令和２年１月１７日　　受講者：１３３名
· 若年性認知症支援者向け研修
※令和２年３月１０日に開催予定であったが、新型コロナウィルス感染症拡大防止のため中止した。
2 若年性認知症啓発リーフレットの配布

早期診断の重要性、配慮や対応方法により就労継続が可能なことなど、若年性認知症を正しく
理解していただくために、企業等へリーフレットを配布した。

3 若年性認知症支援コーディネーターの設置

若年性認知症支援コーディネーターを配置し、若年性認知症の人やその家族等からの相談やその相談内容を踏まえ、必要な支援制度やサービス等の紹介、関係機関との調整連絡等を行い、若年性認知症の人や家族へ支援を行った。

相談件数：６２３件（平成３１年４月～令和２年３月）

（５）認知症見守りＳＯＳネットワーク構築事業　

認知症施策市町村担当者会議を開催し、市町村でのネットワークの充実強化を推進するとともに広域ネットワークの適切な運営を行った。

認知症施策市町村担当者会議
　開催日：平成３１年４月８日
（６）認知症初期集中支援チーム員フォローアップ研修　（地域医療介護総合確保基金事業に記載）
（７）認知症地域支援推進員フォローアップ研修　（地域医療介護総合確保基金事業に記載）

（８）広域医療介護連携事業　（地域医療介護総合確保基金事業に記載）
２　認知症介護研修事業（１）、（４）～（６）、（８）は地域医療介護総合確保基金事業に再掲
　　
認知症高齢者に対する介護技術及び介護サービスの向上を図ることを目的として、高齢者介護実務者及びその指導的立場にある者等に対して、研修を実施した。
（２）、（３）については、府が指定した法人が実施。なお、（２）については、地域密着型サービス事業者の指定基準（省令）上、必置の者が受講すべき（４）及び（６）の受講要件となっている。
（７）及び（８）については、研修対象者を実施主体である認知症介護研究・研修大府センターへ
府から推薦を行った。
　
（１） 認知症介護基礎研修　　　　　　　　　　　　　 実施回数：４回　　修了者：３４７名
（２） 認知症介護実践研修実践者研修　　　　　  　 　実施回数：６回　　修了者：４１０名

（３） 認知症介護実践研修実践リーダー研修　　 　　  実施回数：３回　　修了者：１２４名

（４） 認知症対応型サービス事業管理者研修　　  　　 実施回数：２回　　修了者：１０９名

（５） 認知症対応型サービス事業開設者研修　  　 　  実施回数：２回　　修了者：　２２名
（６） 小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修　 実施回数：２回　　修了者：　３９名

（７） 認知症介護指導者養成研修　　　　　   　　　　　　　　　　　　　修了者：　　４名

（８） 認知症介護指導者フォローアップ研修　         　　　　　　　　　修了者：　　２名

　
（単位：千円）
	予　算　額
	㉙　1,537
	㉚　1,537
	① 2,071

	決　算　額
（特定財源）
	    1,218

国　庫（　 　0）

雑　入（ 1,218）
	    926

国　庫（ 　0）

雑　入（ 926）
	   1,378

国　庫（ 0）

雑　入（1,378）


　　　　○根拠法令等　認知症介護実践者等養成事業実施要綱
　　　　○特定財源　　（７）長寿社会づくりソフト事業交付金

　　　　　なお、（１)、（４）～（６）、（８）については地域医療介護総合確保基金事業に計上
３　高齢者虐待防止推進事業
高齢者虐待を防止するために、関係者・関係機関の連携による推進体制を構築し、市町村等の取組みを支援するため、次の事業を行った。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	予　算　額
	㉙　5,978
	㉚　5,696
	1 5,556　

	決　算　額
（特定財源）
	4,771
雑　入　(4,771)
	4,742
雑　入　(4,742)
	4,812

雑　入　(4,812)


○特定財源　長寿社会づくりソフト事業交付金
　

（１）高齢者虐待防止市町村実務者研修　

市町村及び地域包括支援センター等の高齢者虐待担当職員を対象とした研修を実施し、スキルアップを図った。
　　

1 初任者研修
令和元年６月１１日　　　　　　 　　　　　　　　受講者：１５２名
2 養護者による高齢者虐待対応研修
令和元年８月５日、１３日、１６日　　　　　　　　受講者：　８４名
3 養介護施設従事者等による高齢者虐待対応研修

　令和元年９月２６日、３０日、１０月７日　　　　　受講者：　２２名
4 管理職研修

令和元年５月１６日　　　　　　　　　　　　　　　受講者：　３３名

　

（２）高齢者虐待防止体制整備支援事業

市町村で対応困難な高齢者虐待事例に対して、専門相談員による相談・助言を行い、適切な対応ができるよう支援するとともに、必要に応じて弁護士・社会福祉士による高齢者虐待対応専門家チームの派遣を行った。

　　派遣回数４回

令和元年８月８日、８月２３日、１０月２８日、令和２年３月１３日
（３）高齢者虐待防止対応アドバイザー会議 

学識経験者、高齢者虐待専門職チームによる会議を設置し、高齢者虐待の現状の課題を把握し解決を図るとともに、市町村の体制整備を強化促進させるための検討を行った。

   第１回会議　　令和元年１１月１８日　
　 第２回会議　　令和２年　１月３１日
（４）養介護施設従事者等を対象とした高齢者虐待防止研修

　　　　養介護施設等での高齢者虐待防止の支援として、施設職員の高齢者虐待への理解の促進、施設内での虐待防止研修の実施促進等を図った。

1 施設管理者向け研修　　令和２年１月１４日　　受講者：　７５名

2 現場リーダー向け研修　令和２年１月３０日　　受講者：１０３名　

　（５）高齢者虐待対応市町村担当者連絡会

　　　　※令和２年３月４日に開催予定であったが、新型コロナウィルス感染症拡大防止のため中止　　　　した。
　　　　

４　地域医療介護総合確保基金事業

　（１）認知症ケア人材育成研修事業

（単位：千円）

	 eq \o\ad(予算額,　　　　　　　　　　)
	㉙　26,652
	㉚　25,860
	1 26,296　

	 eq \o\ad(決算額,　　　　　　　　　　)

	　　24,140
	　　21,110
	　21,403


　　　ア　認知症対応型サービス事業管理者研修【再掲】　　実施回数　２回　　修了者：１０９名
イ　認知症対応型サービス事業開設者研修【再掲】　　実施回数　２回　　修了者：　２２名
　　　ウ　小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修【再掲】

　　実施回数　２回　　修了者：　３９名
　　　エ　認知症介護指導者フォローアップ研修【再掲】　　　　　　　　　　　修了者：　　２名

　　　オ　認知症介護基礎研修【再掲】　　　　　　　　　　実施回数　４回　　修了者：３４７名
　カ　認知症地域医療支援事業【再掲】
1  かかりつけ医認知症対応力向上研修
高齢者が受診する「かかりつけ医」に対して、適切な認知症診断の知識や技術及び地域包括支援センターをはじめとした地域の関係機関との連携などについて理解を深めることを目的に実施した。

○日　時：令和元年　８月２４日　　修了者：１３５名

　　　　　○日　時：令和元年１１月３０日　　修了者：　１７名

　○日　時：令和２年　１月２５日　　修了者：　１６名　　
○日　時：令和２年　２月　８日　　修了者：　１８名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合計　：１８６名
2  認知症サポート医養成研修

　　　　 　 地域における認知症高齢者等の医療支援体制の推進役となる「認知症サポート医」を養成するため、国立研究開発法人国立長寿医療研究センターが実施する研修会に医師を推薦した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　修了者：７４名

3 認知症サポート医フォローアップ研修

　　　　 　 認知症サポート医養成研修修了者等が、それぞれの地域で認知症の人への支援体制強化を図る活動を促進することを目的に研修を実施した。

　

　○第１回：令和元年７月１７日　　　修了者：１２８名

○第２回：令和２年３月２１日に開催予定の研修については、新型コロナウィルス感染症拡大
防止のため中止した。　　　　　　　　　

4 病院勤務の医療従事者向け認知症対応力向上研修

　　    病院勤務の医師や他の医療従事者が、認知症について理解し適切な対応ができることを目的に研修を実施した。

　　

　　　○第１回　令和元年７月２４日　　修了者：２１３名

　　　○第２回　令和元年８月２１日　　修了者：２２０名

　　　　　○第３回　令和２年１月２７日　　修了者：１３２名　　　　　　
合　計：５６５名

5 歯科医師認知症対応力向上研修

　　　　　　歯科医師が認知症の疑いのある人に早期に気づき、かかりつけ医等と連携して対応するとともに、その後も認知症の人の状況に応じた歯科治療・口腔管理を適切に行い、認知症の人への支援体制構築の担い手となることを目的に研修を実施した。
　　　　　○第１回　令和２年１月２６日　　修了者：１３８名

　　　　　○第２回　令和２年２月　９日　　修了者：　９６名　　　　　　
合　計：２３４名

　

　　　　 ⑥薬剤師認知症対応力向上研修

　　　　　　薬剤師が認知症の疑いのある人に早期に気づき、かかりつけ医等と連携して対応するとともに、その後も認知症の人の状況に応じた薬学的管理を適切に行い、認知症の人への支援体制構築の担い手になることを目的とした研修を実施した。

　　　　　○令和元年１２月２１日　　修了者：３４９名

　　　　 ⑦看護職員認知症対応力向上研修

　　　　　　認知症の人と接する機会が多い看護職員に対し、医療機関等に入院から退院までのプロセスに沿った必要な基本知識や、個々の認知症の特徴等に対する実践的な対応力を習得し、同じ医療機関等の看護職員に対し伝達することで、医療機関内等での認知症ケアの適切な実施とマネジメント体制の構築を目的とした研修を実施した。

　　　　　○第１回　令和元年６月１９日、７月３日、１９日　　　　　　　　修了者：１１１名
○第２回　令和元年１２月２０日、令和２年１月１３日、３１日　　修了者：　９２名
合　計：２０３名
　　　キ　認知症初期集中支援チーム員フォローアップ研修【再掲】

早期対応や支援体制の中心を担う認知症初期集中支援チーム員を対象に資質向上及びネットワーク強化を目的に府内を３ブロック（北部、中部、南部）に分けて研修を実施した。

· 北部：令和２年２月１３日　　受講者：３６名
· 南部：令和２年２月２０日、中部：３月１８日に開催予定であったが、新型コロナウィルス感染症拡大防止のため中止した。
　
　　　ク　認知症地域支援推進員フォローアップ研修【再掲】

　令和２年３月１６日に開催予定であったが、新型コロナウィルス感染症拡大防止のため中止した。

　

　　　ケ　認知症ケア人材育成研修事業補助金

　　　　　政令指定都市が実施する上記ア～カの事業について、補助を行った。

　　　　　○大阪市　上記、ア、イ、ウ、エ、カ①②③④⑤⑥⑦（⑤新型コロナウィルス感染症拡大防止の　　ため中止）

　　　　　○堺市　　上記、ア、イ、ウ、エ、オ、カ②④⑦

（２）大阪府広域医療介護連携事業

（単位：千円）
	予  算  額
	㉙　5,584
	㉚　6,051
	1 　4,737

	決  算  額
	    　4,442
	    　4,418
	    　1,857


ア　在宅療養の場面において、医療・介護の多職種が連携して、医療と介護を一体的に提供できる体制の構築に向けた研修を実施した。
〇　在宅医療・介護連携研修
第１回　令和元年８月８日　　参加者：１７８名
第２回　令和元年８月９日　　参加者：２０５名　　　
合　計：３８３名
〇　多職種連携のためのスキルアップ研修
　　１日目は府内を３ブロック（北部、中部、南部）に分けて実施（３回）
２日目の府内全域において実施（１回）

・１日目：令和元年１１月１８日　北部ブロック　受講者：　３２名
令和元年１２月　４日　中部ブロック　受講者：　５８名
南部ブロック　受講者：　４０名
合　計：１３０名
・２日目：令和２年２月１０日　　　　　　　　　受講者：１１０名　　　

　　　　イ　市町村の在宅医療・介護連携推進事業の取組みを推進・支援するために以下の研修等事業を行った。

○圏域別市町村担当者会議を開催：令和元年８月２７日、２９日、９月１０日、１１日
　　　　

５　オレンジリンク（仮称）等構築モデル事業

　　　認知症の本人やその家族を、早期の段階から地域で支えるため、認知症の人の支援ニーズと、
認知症の本人が支援者となる活動（ピア活動）や認知症サポーターによる生活支援をつなげる
仕組みの構築に向け、市町村と協力しモデル事業を実施した。
（単位：千円）
　
	予  算  額
	1 　5,000

	決  算  額
（特定財源）
	674
国 庫（674）　　


 ○チームオレンジコーディネーター養成研修
　　令和元年９月４日　　参加者２１名
 ○チームオレンジの整備や活動の参考となる事例集を作成
 ○チームオレンジ構築モデル事業取組報告会
　※令和２年３月１６日に開催予定であったが、新型コロナウィルス感染症拡大防止のため中止した。

地域支援グループ
１　地域支援事業交付金
市町村・広域連合が実施する介護予防・日常生活支援総合事業、包括的支援事業及びその他の地域支援事業に要する費用の法定負担（介護予防事業分１２．５％  包括的支援・任意事業分１９．２５％）を行った。

（単位：千円）
	予  算  額
	　  ㉙5,904,878
	　  ㉚6,688,501
	　　①6,666,332

	決  算  額
	　　  5,752,532
	　　  6,445,520
	　　  6,593,450


○根拠法令等　介護保険法第１２３条
２　地域福祉・高齢者福祉交付金 【再掲】
地域福祉及び高齢者福祉分野において、市町村が創意工夫をこらし、地域の実情に沿った事業をより柔軟かつ効果的に実施できるよう、「交付金」を市町村に交付した。
（単位：千円）
	予　算　額
	㉙1,990,856
	　　㉚1,000,000
	①957,627

	決　算　額
	1,982,711
	998,727
	953,804


交付先　　３６市町村

○根拠法令等　大阪府地域福祉・高齢者福祉交付金交付要綱
３　高齢者地域活動促進事業（在宅高齢者福祉対策補助金）

　　（１）老人クラブ活動助成
各市町村の地域課題に先進的に取り組む老人クラブや市町村老人クラブ連合会に対して、市町村を通じて助成した。

（単位：千円）
	 eq \o\ad(予算額,　　　　　　　　　　)
	㉙  88,231
	㉚  84,220
	①  78,951
	 

	 eq \o\ad(決算額,　　　　　　　　　　)
（特定財源）
	86,436

国　庫（43,218）
	81,740
国　庫（40,870）
	76,709
国　庫（38,354）
	


○根拠法令等　　在宅高齢者福祉対策補助金交付要綱　

　　　　　交付先：政令市及び中核市を除く３５市町村
1 単位クラブ助成　
　　　　　　　１，８７７クラブ（１クラブあたり（３０名以上）年２４，０００円の２/３補助）　
2 市町村老人クラブ連合会助成
　　　　　　　３３連合会　　（１連合会あたり年２００，０００円の２/３補助）

3 先進的取組み事業

　　　　　　　３１市町村　　（１市町村あたり１事業２，０００，０００円の２/３ 補助）

（２）大阪府老人クラブ連合会事業助成
健康づくり・介護予防事業及び地域支え合い事業等に取り組む一般財団法人大阪府老人クラブ連合会に対して助成した。

（単位：千円）
	 eq \o\ad(予算額,　　　　　　　　　　)
	㉙　6,964
	㉚　6,964
	①　6,964
	

	 eq \o\ad(決算額,　　　　　　　　　　)
（特定財源）
	6,964

国　庫（3,482）
	6,964

国　庫（3,482）
	6,964

国　庫（3,482）
	


　　　　○根拠法令等　　大阪府補助金交付規則

４　全国健康福祉祭大阪府選手団派遣事業等
第３２回全国健康福祉祭和歌山大会（１１月９日から１２日まで開催）の普及・啓発を図るとともに、大阪府選手団の派遣業務及び美術作品の選考会開催業務等を一般財団法人 大阪府地域福祉推進財団に委託して実施した。
（単位：千円）
	 eq \o\ad(予算額,　　　　　　　　　　)
	㉙　19,279
	㉚15,321
	①14,081
	 

	 eq \o\ad(決算額,　　　　　　　　　　)
（特定財源）
	19,279
　 雑　入（6,889）
	15,321
　  雑　入（1,253）
	14,081
　  雑　入（12,006）
	


○特定財源　長寿社会づくりソフト事業交付金

５　介護予防市町村支援事業

　　市町村における効果的な介護予防の推進を目的に、厚生労働省「介護予防活動普及展開事業の手引き」を踏まえ、自立支援や介護の重度化防止という観点で保険者・助言者に指導及び助言を行うリハビリテーション専門職（大阪府介護予防活動普及展開事業アドバイザー）を、モデル５保険者（７市）の自立支援に資する地域ケア会議、短期集中予防サービス、関係機関研修等に派遣した。

※令和元年度は、地域医療介護総合確保基金事業にて実施
	 eq \o\ad(予算額,　　　　　　　　　　)
	㉙　1,402
	㉚　1,402
	①　　―
	 

	 eq \o\ad(決算額,　　　　　　　　　　)
（特定財源）
	1,259

国　庫（629）
	1,316
国　庫（1,316）
	　―

国　庫（―）
	


　　　　○特定財源　保険者機能強化推進交付金

６　地域医療介護総合確保基金事業

　
　（１）生活支援コーディネーター養成研修事業

	 eq \o\ad(予算額,　　　　　　　　　　)
	㉙　1,597
	㉚　 946
	①　 ―

	 eq \o\ad(決算額,　　　　　　　　　　)
	457
	349
	―


　　　高齢者の生活支援・介護予防サービスの体制整備を推進し、地域において生活支援・介護予防サービ

　　スの提供体制の構築に向けたコーディネート機能を果たす市町村に配置する生活支援コーディネータ

　　ーを養成することを目的として実施した。

　　　※令和元年度から（５）大阪ええまちプロジェクト事業として実施
　　　
（２）地域包括ケア充実・強化支援事業

	 eq \o\ad(予算額,　　　　　　　　　　)
	㉙　416
	㉚　416
	①　419

	 eq \o\ad(決算額,　　　　　　　　　　)

	237
	　　319
	　　146


保険者強化機能強化に向けた検討会（介護予防ケアマネジメント導入研修）として、外部専門家を招き、市町村職員及び地域包括支援センターの職員を対象に、自立支援・重度化防止に向けた介護予防ケアマネジメントや住民主体の地域づくりを学ぶ研修会を開催した。

　　　（第１回）　日　時：令和元年５月２１日

　　　　　　　　　参加者：１３９名

　　　（第２回）　日　時：令和元年１０月２８日

　　　　　　　　　参加者：６４名

（３）介護予防活動普及展開事業　　
	 eq \o\ad(予算額,　　　　　　　　　　)
	㉙　5,403
	㉚　12,787
	①　 ―

	 eq \o\ad(決算額,　　　　　　　　　　)

	3,813  
	10,691
	―


効果的な介護予防の仕組みづくりにより、元気な高齢者を増やすことを目的とする「介護予防活動普及展開事業」（モデル事業）において、介護予防に取り組むモデル５保険者（７市）に対する研修会の開催や、自立支援や介護の重度化防止の観点で指導及び助言ができるリハビリテーション専門職を養成するための事業等を実施した。また、要支援等高齢者の生活行為向上を目的とする総合事業「短期集中予防サービス（通所型）」に関する事業所向けガイドブックを作成し、事業所等を対象に研修を実施した。

※平成３０年度にて終了

（４）介護予防活動強化推進事業
	 eq \o\ad(予算額,　　　　　　　　　　)
	①　11,350

	 eq \o\ad(決算額,　　　　　　　　　　)

	9,727


自立支援に資する地域ケア会議を支援するアドバイザーの派遣や専門職の養成、生活機能改善等を目的とする短期集中予防サービスの効果的な実施に向けた研修会の実施など、市町村における効果的な介護予防ケアマネジメント推進に向けた支援を行った。

　　①短期集中予防サービスを通じた成功事例の創出（重点支援3市：岸和田市、豊中市、くすのき広域連
合守口支所）

ア.介護予防活動強化推進事業戦略会議：３回、出席者数１２６名（※第３回は④エを兼ねる）
イ.重点支援市事業検討会・キックオフミーティング:９回、出席者数：７２名
ウ.地域ケア会議のスーパーバイズ：５回、参加者数：２４２名
　　　エ.市町村・事業所職員対象研修会：２４回（※うち４回新型コロナウィルス感染症拡大防止のため
中止）、参加者数：１，３４９名

オ.短期集中予防サービス事業所支援・カンファレンス支援：８回、出席者数：９４人
　　②大阪府アドバイザーの市町村への派遣及びスキルアップ
　　　ア.市町村への派遣（重点支援３市・支援希望１６市町）：７７回、派遣人数：１０４名
イ.スキルアップ研修：アドバイザー１９名に実地研修１３回
　　③介護予防の推進に資する指導者等の養成
　　　ア.専門職広域調整連絡会：３回（※うち１回新型コロナウィルス感染症拡大防止のため中止）、委員
：専門職５団体役員、６市町職員
　　　イ.指導者等養成研修会：リハビリ専門職４回、参加者数３９５名、管理栄養士・栄養士１回、参加者数６６名、歯科衛生士１回、参加者数５１名、多職種合同１回（※新型コロナウィルス感染症拡大防止のため中止）
　　④介護予防ケアマネジメント推進研修（全市町村向け）
　　　ア.地域ケア会議司会者養成研修：１回、参加者数：２２０名
　　　イ.介護予防ケアマネジメント担当者研修：基礎編２回・ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ編１回、参加者数：３７９名
　　　ウ.介護予防ケアマネジメント導入研修：１回、参加者数：１４２名
　　　エ.短期集中予防サービス（通所型）研修：２回、参加者数：２１４名

　　　オ.全体研修：１回、参加者数：６５名

（５）大阪ええまちプロジェクト事業

介護予防・日常生活支援総合事業の着実な実施に向け、住民主体の生活支援サービス創出を促進するために、ＷＥＢによる機運醸成や地域貢献団体への直接支援、生活支援コーディネーターをはじめとする関係者の連携強化等の取組みを特定非営利活動法人 サービスグラントに委託して実施した。　また、「住民主体型サービス創出・展開に向けた検討会」を設置し、市町村支援の具体的な方策等について検討・意見交換を実施した。

	 eq \o\ad(予算額,　　　　　　　　　　)
	㉙　23,937
	㉚　27,407
	①　26,056

	 eq \o\ad(決算額,　　　　　　　　　　)
	21,600
	26,701
	24,837


1 プロジェクト型支援
地域で高齢者の生活を支える活動をしているＮＰＯ等の地域貢献団体に対し、社会人が仕事上で得た知識や経験を活かして行うボランティア活動「プロボノ」の仕組みを活用し、地域貢献団体の課題に対して、課題解決に向けた成果品を提供。

支援団体数　１６団体（うち、中長期プロジェクト１２団体、短期プロジェクト４団体）
随時個別相談型支援
すでに府内で活動している先輩団体が、地域貢献団体の日常的な悩み事に対して電話・メール・訪問等により相談を受け付ける伴走型支援。
先輩団体１０団体（ニッポン・アクティブ・ライフクラブ、寝屋川あいの会、大阪府社会福祉協
議会、大阪ボランティア協会、アクティブネットワーク、ほっとらいふ、磯
長台の福祉を考えるつどい、いきいき会、フェリスモンテ、住まいみまもり
たい）

支援団体数　２４団体
2 研修会等の開催
大阪ええまちプロジェクト公開講座　令和元年６月６日　参加者：６６名　

大阪ええまち塾（現場見学とワークショップ）　開催回数：５回、参加者：３９名
第１回　令和元年7月３０日　子ども福祉委員【阪南市】（生活支援）
第２回　令和元年９月３日　住まいみまもりたい【大東市】（生活支援）
第３回　令和元年９月２７日　びーの×マルシェ【豊中市】（居場所）
中間共有会　令和元年１１月１５日（参加市区：泉大津市、大阪市港区、四條畷市、高槻市　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　寝屋川市、守口市）
最終共有会　令和２年１月２７日（参加市区：泉大津市、大阪市港区、門真市、四條畷市、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　高槻市、寝屋川市、守口市）

　　行政職員向け研修　日時：令和元年１０月２８日　参加者：７３名
　　地域団体情報交換会　日時：令和元年７月９日　参加者：１３名（８団体）

大交流会　日時：令和２年２月２７日（※新型コロナウィルス感染症拡大防止のため中止）
　生活支援コーディネーター養成研修
　　　初任者研修会　日時：令和元年６月６日　　参加者：３７名

全体研修会　　日時：令和２年１月２７日　参加者：７９名

情報交換会　第1回　日時：令和元年７月１８日　参加者：４５名
第２回　日時：令和２年３月６日（※新型コロナウィルス感染症拡大防止のため中止）
　　　　

　　　③　ええまちハンドブックの作成
　　　　　市町村行政職員や生活支援コーディネーターが、住民主体の取組みを進めていくための考え方と手順について実例を軸に紹介した冊子を２，０００部作成。

④　大阪府住民主体型サービス創出・展開に向けた検討会

第１回検討会　令和元年１０月２９日

介 護 事 業 者 課

整 備 調 整 グ ル ー プ

１　老人福祉施設等整備助成

(1)施設整備

社会福祉法人等が設置する老人福祉施設の整備に対して補助金を交付した。

（単位：千円）
	予　算　額
	㉙ 1,342,450 
	㉚ 601,440　
	1 209,790

	決　算　額
	1,245,790 
	601,440　
	132,840　

	（財源内訳）
	（国　庫）
	　0   
	0　
	0　

	
	（地方債）
	1,221,000 
	578,000　
	130,000　

	
	（一般財源）
	 24,790 
	23,440　
	2,840


○根拠法令等　大阪府老人福祉施設等整備費補助金交付要綱

〔補助明細〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	区分
	施設種別
	所在地
	元年度執行額 
	事業年度

	
	施設名
	定員
	
	

	
	設置主体
	(ショート)
	
	

	改築
	特別養護老人ホーム

茨木荘

(福)天王福祉会
	茨木市

90名

(10名)
	129,600,000 
	H29　22%

H30　30%
R1   48%

	創設
	特別養護老人ホーム

（仮称）第二岸和田
特別養護老人ホーム

(福)和秀会
	岸和田市

50名

(10名)
	3,240,000 
	R1　 2%

R2　98%

	合計　2件
	132,840,000 
	


(2)災害対策事業費
　　 社会福祉法人等の事業者が設置する高齢者施設等の防災・減災対策の設備等の整備に対して補助金を交付した。
　 また、令和２年度へ  30,820千円を繰り越した。
（単位：千円）
	予　算　額
	1 94,622
（54,907）

	決　算　額
	　51,041
（50,925）

	（財源内訳）
	（国　庫）
	46,437 
（46,321）

	
	（地方債）
	4,604

（4,604）

	
	（一般財源）
	0


※(　)は前年度からの繰越し分で内数

〇　根拠法令等　地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金実施要綱及び交付要綱
〇　補助率：自家発電設備助成事業　１／２（国１／２）
（平成３０年度繰越分補助金上限額４５０万円／施設）
（令和元年度補助金上限額４５９万円／施設）

　　　　　　　　　ブロック塀改修支援事業　３／４（国１／２、自治体１／４）

〇　交付先：自家発電設備助成事業　３５事業者
　　　　　　ブロック塀改修支援事業　８事業者

２　災害復旧事業

　　地震その他の異常な自然現象により被害を受けた老人福祉施設の災害復旧事業の一部に対して助成
　を行った。
（単位：千円）
	予　算　額
	1 222,799
（222,799）

	決　算　額
	　143,991
（143,991）

	（財源内訳）
	（国　庫）
	101,932 
（101,932）

	
	（地方債）
	0 

	
	（一般財源）
	42,059
（42,0459） 


※(　)は前年度からの繰越し分で内数

〇　根拠法令等　社会福祉施設等災害復旧費国庫補助金交付要綱
〇　補助率：３／４（国１／２、自治体１／４）※介護老人保健施設以外
　　　　　　１／３（国１／３）※介護老人保健施設
· 交付先：５５事業者（内介護老人保健施設 ７事業者）

３　介護施設等の整備に関する事業
介護施設や地域介護拠点の整備を促進するため、国の交付金を活用し設置する地域医療介護総合確保基金を用いて、小規模な施設の整備等に助成を行うとともに、新たに開設する施設等が開設時から質の高いサービスが提供できるよう施設開設準備経費等に対して助成を行った。

また、令和２年度へ  905,072千円を繰り越した。
（単位：千円）

	予算額
	㉙　5,545,347 

   (1,538,337)
	㉚　2,863,660 

(441,681) 
	1  3,614,857 
(108,860) 

	決算額
	　　4,625,011

　　(1,538,337)
	1,279,153     　　　　   (441,681) 
	1,684,281
(108,860)

	（財源内訳）

全て基金繰入金
	　　4,625,011

　　(1,538,337)
	1,279,153   (441,681) 
	1,684,281
(108,860)


※(　)は前年度からの繰越し分で内数

　　　　

○根拠法令等　大阪府介護施設等の整備に関する事業補助金交付要綱

（大阪府地域医療介護総合確保基金事業）

(1)地域密着型サービス等の整備への助成

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	区分
	間接補助先又は

　補助事業者
	所在地
	元年度執行額
	内　　　訳

	市町村への

間接補助
	大阪市
	
	95,217,000
	地域密着特養4件
(①4％、②96％)1件
(①1％、②99％)1件
(㉙1％、㉚1％、①5％、
②93％)1件
(㉚1％、①99％)1件

	
	堺市
	
	67,200,000
	認知症グループホーム2件

	
	吹田市
	
	 33,600,000
	看護小規模多機能1件

	
	池田市
	
	110,460,000
	地域密着特養1件
認知症グループホーム1件

	
	茨木市
	
	32,000,000
	認知症グループホーム1件

	
	高槻市
	
	104,160,000
	看護小規模多機能1件
認知症グループホーム2件

	
	大東市
	
	8,910,000
	介護予防拠点1件

	
	和泉市
	
	174,720,000
	地域密着特養1件

	合計　8市
	  626,267,000
	


※翌年度への繰越しは除く。

(2)施設等の施設開設準備経費への助成

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	区分
	間接補助先又は

補助事業者
	所在地
	元年度執行額
	内　　　訳

	市町村への

間接補助
	大阪市
	
	437,958,000
	広域特養5件
養護老人ホーム1件

地域密着特養1件

	
	堺市
	
	34,399,000
	認知症グループホーム2件
看護小規模多機能1件

	
	吹田市
	
	7,551,000
	看護小規模多機能1件

	
	池田市
	
	15,102,000
	認知症グループホーム1件

	
	茨木市
	
	7,407,000
	認知症グループホーム1件

	
	高槻市
	
	36,916,000
	認知症グループホーム2件
看護小規模多機能1件

	
	八尾市
	
	11,945,000
	介護療養病床転換1件

	
	和泉市
	
	32,721,000
	地域密着特養1件

	法人への

直接補助
	特別養護老人ホーム

茨木荘

(福)天王福祉会
	茨木市
	15,224,000 
	

	
	介護医療院

明治橋病院
 (医)垣谷会
	松原市
	3,403,000 
	

	
	介護医療院

高橋病院

(医)積善会
	貝塚市
	9,823,000 
	

	合計　8市・3法人
	612,449,000
	


(3)定期借地権設定のための一時金への助成

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	区分
	間接補助先又は

　補助事業者
	所在地
	元年度執行額
	内　　　訳

	市町村への

間接補助
	大阪市
	
	96,233,000
	広域特養用地2件

	
	枚方市
	
	14,378,000
	広域特養用地2件

	
	池田市
	
	4,800,000
	認知症グループホーム
用地1件

	合計　3市
	 115,411,000 
	


(4)既存の特別養護老人ホーム等のユニット化改修等への助成

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	区分
	間接補助先又は

補助事業者
	所在地
	元年度執行額
	内　　　訳

	市町村への

間接補助
	大阪市
	
	29,242,000
	広域特養1件

	
	堺市
	
	70,844,000
	広域特養2件

	
	枚方市
	
	58,718,000
	広域特養1件

	
	八尾市
	
	49,658,000
	広域特養1件

	
	高槻市
	
	88,060,000
	広域特養1件

	法人への

直接補助
	特別養護老人ホーム

覚寿園
（福）覚寿園
	泉大津市
	33,632,000
	広域特養1件

	合計　5市及び1法人
	330,154,000
	


４　おおさか介護かがやき表彰事業（地域医療介護総合確保基金事業）

表彰制度を活用して介護保険サービス事業者による「労働環境・処遇の改善」のための自主的な取組を促進し、その成果を普及させることにより、介護業界のイメージアップ及び介護人材の育成や確保・定着率の向上を図ることを目的とする。（平成30年度開始）
　　令和元年度は、13法人33事業所から応募があり、有識者等からの意見を参考に、6法人25事業所を表彰した。

（単位：千円）

	予算額
	㉚　1,844
	① 1,844

	決算額
	230
	241


５　介護ロボット導入・活用支援事業（地域医療介護総合確保基金事業）

（１）補助金の交付

介護従事者の負担軽減等による雇用環境の改善、離職防止及び定着促進に資することを目的として介護事業者が介護ロボットを導入する費用の一部に対する補助金の交付を行った。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：千円）

	 eq \o\ad(予算額,　　　　　　　　　　)
	㉚　10,000
	①　12,000

	 eq \o\ad(決算額,　　　　　　　　　　)
	9,709
	11,470


　　　　〇　根拠法令等　大阪府介護ロボット導入活用支援事業補助金交付要綱

　　　　〇　補助率：１／２（補助金上限額３０万円／台）

　　　　〇　交付先：３７事業者、補助台数：８４台　

（２）導入活用研修会の実施
介護事業者に対して、介護ロボットの導入促進や効果的な活用を図るための研修会として「令和元年度 介護ロボット・福祉機器の導入活用セミナー」を行った。

　（単位：千円）

	 eq \o\ad(予算額,　　　　　　　　　　)
	㉚　 2,500
	1 　747

	 eq \o\ad(決算額,　　　　　　　　　　)
	998
	747


〇日　時：令和２年１月31日　参加者：162名
　　・シンポジウム「介護ロボットと福祉機器を活用した腰痛予防と人材確保」
　　・介護ロボット・福祉機器の紹介・実演等
 eq \o\ad(施設指導グループ,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
１　軽費老人ホ－ム事務費補助金の交付

入所者の費用負担の軽減を図るため、サービスの提供に要する費用（事務費）の軽減額相当分の補助金を交付した。

（単位：千円）

	予　算　額
	㉙　1,972,000
	㉚　1,700,416
	1 1,608,920

	決　算　額
	     1,924,016
	   1,669,865
	    1,592,821


○根拠法令等　大阪府軽費老人ホ－ム事務費補助金交付要綱

２　介護保険施設等の開設許可・指定・届出、指導・監査、立入検査

　　介護保険法等に基づく介護保険施設等の開設許可・指定及び各種届出の受理を行うとともに、

施設等に対する指導、運営状況の監査、立入検査を実施し、適切なサービス確保に努めた。

　　　

(1)介護保険施設の開設許可・指定（府所管施設）
	種　　　　別
	施　設　数
	許可・指定床数

	指定介護老人福祉施設
	134施設
	8,690床

	介護老人保健施設
	　68施設
	6,018床

	指定介護療養型医療施設
	　 8施設
	　　　497床


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  令和２年４月１日現在

(2)介護保険施設等に対する指導・監査
① 集団指導及び指導・研修
（WEB研修）令和元年10月
介護保険施設の運営において留意すべき事項について、インターネット（ウエブサイト）を利用した集団指導を実施した。
　　（集合研修）対象事業者が会場に集まり講習会形式で実施した。

	実　施　期　日
	施　設　種　別
	対象施設数　　　
	参加施設数

	令和元年12月18日
	指定介護老人福祉施設
	227施設
	226施設

	令和元年12月20日
	介護老人保健施設
	111施設
	111施設

	
	指定介護療養型医療施設
	11施設
	  11施設

	令和元年12年19日
	有料老人ホーム
	496施設
	450施設

	令和元年12月19日
	サービス付き高齢者向け住宅
	393住宅
	309住宅

	令和元年12月16日
	軽費老人ホーム・養護老人ホーム
	68施設
	59施設

	合　　　　計
	1306施設
	1166施設


（注）指定介護老人福祉施設、介護老人保健施設、指定介護療養型医療施設及びサービス付き高齢　　者向け住宅：東大阪市を除く中核市と共催（40市町村分）
　　　　　　有料老人ホーム：東大阪市を除く中核市及び大阪版権限移譲31市町村と共催（40市町村分）
2 実地指導

　　　　介護保険施設におもむき、面談等を行いながら適切な運営について指導した。

	施　設　種　別
	施設数

	指定介護老人福祉施設
	33施設


	介護老人保健施設
	12施設

	指定介護療養型医療施設
	4施設

	合　　　　計
	49施設


3 施設監査

　　 　老人福祉施設に赴き、面談等を行いながら適切な運営について指導した 。

	　施　設　種　別
	施設数

	養護老人ホーム
	1施設

	軽費老人ホーム
	15施設


(3)有料老人ホームに対する立入検査

有料老人ホームにおもむき、面談等を行いながら適切な運営について指導した。

○実施ホーム数　8施設

(4)サービス付き高齢者向け住宅に対する立入検査

住宅まちづくり部と共同で、サービス付き高齢者向け住宅におもむき、面談等を行いながら適切な運営について指導した。

○実施住宅数　33住宅

３　身体拘束ゼロ推進事業

身体拘束廃止に向け、より良いケアの提供と技術の向上を目的に、身体拘束ゼロ推進員養成研修や看護職員に対する実務者研修を実施した。

また、実地指導等において、身体拘束廃止への取組の周知徹底及び緊急やむを得ず行った場合の記録の整備等を指導した。

　　

（単位：千円）

	予　算　額
	㉙　1,695
	㉚　1,695
	1 　1,695

	決　算　額

（特定財源）
	  　1,502
国庫　(742)
	  1,1842
国庫  (592)
	  　1,278
国庫　(627)


４　喀痰吸引等認定等事業

(1)認定特定行為業務従事者、登録特定行為事業所、登録研修機関の認定・登録事務

（単位：千円）

	予　算　額
	㉙　1,188
	㉚1,279
	1 1,268

	決　算　額

（特定財源）
	  　1,233
手数料  (1,233)
	    967

手数料  (967)
	   959
手数料 (908)


　　　○従事者認定　　５０３件

　　　○事業者登録　  　７０事業者

　　　○研修機関登録　  　５機関

(2)登録研修機関に対する立入検査

社会福祉士及び介護福祉士法附則第18条において準用する同法第20条の規定により、登録研修機関に対する立入検査を行った。

○実施機関数　８施設（研修実績がある８施設うち平成30・31年度新規登録５施設）

５　地域医療介護総合確保基金事業

高齢者住まいの好事例普及展開事業

有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅で実践されている質の向上に向けた先進的・優良な取組みについて動画を作成し、Youtube大阪府公式チャンネルに登録した。
（単位：千円）
	予　算　額
	㉚　1,087
	1 1,087

	決　算　額

（特定財源）
	   896

基金   (896)
	968

基金（968）


居宅グループ
１　指定居宅サービス事業者等の指定

介護保険法に基づく指定居宅サービス事業者等の指定、各種届出の受理及び指定の更新を行い、適切なサービス提供の確保に努めた。

　

(1)指定居宅サービス事業者等の指定、各種届出の受理及び指定の更新

○指定件数
指定居宅サービス事業者　　　　　  ６８件

指定介護予防サービス事業者　　　  １８件

○各種届出の受理件数

廃止届　　　　　　　　　          ４３件

休止・再開届　　　　　　　　　　　１１件

変更届　　　　　　              ７４０件

加算届　　  　　　　　　　　　　１６１件

○指定の更新件数
　　　  指定居宅サービス事業者　　　　　２０３件（施設併設短期入所２６件含む）

指定介護予防サービス事業者　　　  ６０件（施設併設短期入所１３件含む）

(2)指定居宅サービス事業者等に対する研修

指定居宅サービス事業者等の事業所管理者を対象に、遵守すべき法令基準の解説や人権擁護の意識を高めるための研修を実施した。

○実施時期　　　新規指定事業者への指定書の交付時（月１回）

○受講事業者数　６８事業者（うち郵送対応６件）

(3)介護保険事業者管理システムの維持管理

　　　 指定居宅サービス事業者等の情報を管理するための情報処理システムの維持管理等を行った。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	予算額
	 eq \o\ac(○,29)　5,997
	 eq \o\ac(○,30)　5,288
	1 5,337

	決算額

（特定財源）
	      5,585
	      5,288     
	      5,337     


２　指定居宅サービス事業者等に対する指導及び監査

指定居宅サービス事業者等に対し指導及び運営状況の監査を実施し、適切なサービス提供の確保に努めた。

○集団指導　  　　全指定居宅サービス事業者等を対象に、適切な事業運営を行うための留意事項等を講習会方式により実施した。（枚方市、寝屋川市及び大阪版権限移譲７市町村と共催（18市町村分））
・実施時期　  　平成３１年４月２６日、令和元年５月１０日

・参加事業者数　　 ６３５事業者（対象事業者  　 ６６５事業者）
　参加事業所数　１,１５９事業所（対象事業所  １,２０６事業所）

○実地指導　　　　計画的に事業所において聞取調査等を実施し、適切な運営が行われるよう指導した。

・指導事業所数　９９事業所
３　大阪版権限移譲

　　大阪発“地方分権改革”ビジョンに基づき、地方分権推進委員会の第１次勧告において移譲を行うべきとされた事務、中核市が行う事務その他市町村に権限移譲すべきと考えられる事務102事務について、特例条例により移譲している。

(1)指定居宅サービス事業者等の指定等

○移譲市町村　 ３４市町村（うち政令市・中核市は法定移譲）

移譲予定なし   ９市町（守口市、大東市、羽曳野市、門真市、摂津市、藤井寺市、四條畷市、
交野市、島本町）

　○事務移譲に係る交付金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　（単位：千円）
	予算額
	 eq \o\ac(○,29)　180,000
	 eq \o\ac(○,30)　159,552
	1 89,390

	決算額
	    153,297 
	     79,539
	     63,418


(2)老人デイサービスセンター等の設置の届出受理等

○移譲市町村　 ２９市町（政令市・中核市は法令に基づき所管）

　　移譲予定なし   ８市（守口市、大東市、羽曳野市、門真市、摂津市、藤井寺市、四條畷市、交野市）

　　○事務移譲に係る交付金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：千円）
	予算額
	 eq \o\ac(○,29) 792
	 eq \o\ac(○,30) 756
	1 726

	決算額
	 　779
	   756
	   726


４　業務管理体制の整備に関する届出及び検査

　　業務管理体制の整備に関する事項の届出を受理するとともに、業務管理体制の整備状況を検証するための検査を行った。

○一般検査（業務管理体制の整備・運用状況の確認のため定期的に実施）　５６事業者

○特別検査（指定居宅サービス事業者等の指定取消処分相当事案が発生した場合に実施）　 ２事業者

５　介護サービス情報の公表事業

介護保険利用者が介護サービス事業所を適切に選択することを可能とするとともに、事業所におけるサービスの改善の取組を促進し、サービスの質の向上を図るため、「介護サービス情報の公表事業」を推進した。

・公表する情報は、国においてあらかじめ標準化された介護サービス情報とし、「基本情報」と「運営情報」により構成

・更新は、年１回

　○H31.4.1～R1.5.31  大阪府指定情報公表センター業務及び情報公表手数料徴収事務を(福)大阪府社会福祉協議会に委託（随意契約）

　　               　契約金額　2,133,000円（特定財源：情報公表手数料収入）

R1.6.1～R2.3.31  同業務・事務を(福)大阪府社会福祉協議会に委託（一般競争入札）

契約金額　10,825,966円（同上）

６　認知症対応型共同生活介護の外部評価機関及び指定研修機関の選定等

認知症対応型共同生活介護（グループホーム）の良質なサービス水準の確保向上を図るため、外部評価機関の選定の更新を行った。また、外部評価を安定的に実施するため、外部評価調査員養成研修を実施した。

〇外部評価機関

    平成29年度

６機関更新

平成30年度

２機関選定・１機関更新
令和元年度

５機関更新

　〇外部評価調査員養成研修
・開催時期　令和元年９月30日（月）、10月1日（火）、10月31日（木）、10月４日～10月28日までの間に訪問調査実習１日

・修了者数　１８名
・開催場所　エル・おおさか（大阪府立労働センター）
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